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東京大学 数理・データサイエンス・AI教育応用基礎プログラム 

点検・評価結果（2025年度実施分） 
 
 

情報教育運営委員会 
 

 
 
 本点検・評価結果は、2022 年 8 月に文部科学省「数理・データサイエンス・AI 教育プロ
グラム認定制度（応用基礎レベル）」に認定された「東京大学 数理・データサイエンス・
AI 教育応用基礎プログラム」（以下、「本プログラム」という。）について、本プログラムの
趣旨に照らして自己点検・評価を行い、その結果をまとめたものである。 
 
 
１ 授業内容・方法 
【現況】 
本プログラムは、現代の情報システムの構造や役割、ビッグデータや AI の利活用の動向

等を知り、人間や社会への影響を理解して思考するための基礎知識を獲得すること、データ
サイエンス・AI の基盤となる数学的な知識や統計学、情報科学等の基本事項と手法を学び、
データから意味を抽出し、課題解決につなげるための基礎能力と実践的スキルを培う。これ
らを通じて、急速に変化する情報化社会に流されない、普遍的な知識を習得するとともに、
自らの専門分野に数理・データサイエンス・AI を応用するための大局的な視点を獲得する
ことを目指す。この目標を達成するため、本プログラムでは、教養学部前期課程において、
数学関係では「数学Ⅰ」、「数学Ⅱ」、「微分積分学①」、「微分積分学②」、「線型代数学①」、
「線型代数学②」、統計学、情報科学関係では「情報」、「基礎統計」、「アルゴリズム入門」
を対象科目として位置付けている。 
「数学Ⅰ」、「数学Ⅱ」は、文科生向けの科目であり、一変数関数の微分法と積分法、ベク

トルと行列に関する基礎的な内容や計算手法を学ぶ。「微分積分学①」、「微分積分学②」、「線
型代数学①」、「線型代数学②」は、理科生必修科目であり、多変数関数の微分法と積分法、
固有値と固有ベクトルなどの発展的内容を含め、データ分析の基礎となる微分積分、線型代
数を学ぶ。 
「情報」は、高等学校で必修の教科「情報」をある範囲内で前提としつつ、情報の 3 つの

側面、技術面だけでなく人間・社会などを含めた内容としている。具体的には、情報システ
ム、AI 等をはじめとする情報技術の基礎や動向から、記号、メディア、ユーザインタフェ
ースなどについても触れながら、さらに、著作権、プライバシー、情報セキュリティ、ソー
シャルネットワークなどの情報社会・情報倫理に関することまで、情報分野の基礎について
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幅広く学ぶ。 
「基礎統計」は、学生が専門課程における統計学の学習にスムーズに入れるための基礎を

提供する。特に、確率変数、確率分布、期待値、母集団と標本の概念、標本分布、推定、検
定などの基礎事項を修得させる（理論を理解し、自力で計算できる）ことに主眼を置いてい
る。高校の数学Ⅰの単元「データの分析」の内容を含む記述統計を学んだ後、データの背後
に確率的なモデルを想定し、手元のデータに確率的誤差を込めて扱う推測統計を学ぶ。 
「アルゴリズム入門」では、大規模データ処理・シミュレーション等を題材とし、問題解

決・アルゴリズムの基礎を、Python 言語によるプログラミングを通して学ぶ。 
 

【自己評価】 
本プログラムは、データ分析の基礎となる数学的な知識や、アルゴリズム、データ表現、

プログラミング基礎に加えて、データ分析の設計、実行にわたる一連の流れ、データ駆動型
社会とデータサイエンス、情報通信技術の進展とビッグデータ、AI の活用領域の広がりや
倫理、機械学習、深層学習等に関する概念や知識の獲得やこれらの演習を含むものであり、
本プログラムの学修目標及び、数理・データサイエンス教育強化拠点コンソーシアムが 2021
年 3 月に公開した「数理・データサイエンス・AI（応用基礎レベル）モデルカリキュラム 
～AI×データ活用の実践～」にも対応したものである。以上のことから、適切であると判断
する。 
 
 
２ 実施体制 
【現況】 
対象授業科目の開設・実施は、教養学部前期課程が担う。また、全学の情報教育に係る審

議及び連絡調整を行うことを目的として「情報教育運営委員会」を設置しており、同委員会
の下に「情報教育ネットワーク」を立ち上げ、全教育部局・関係センターから約 60 名の教
員が参画し、数学、統計学、AI 等を含めた広い意味での情報教育のカリキュラムの検討、
教材開発、自己点検・評価等を行っている。本年度は、「情報」に関して、高等学校の新指
導要領で必修化された「情報 I」の履修者が進学した状況を踏まえた来年度における授業内
容変更等や授業における生成 AI 活用状況の意見交換を行った。また、全学の連携研究機構
である「数理・情報教育研究センター（MI センター）」とも密接に連携し、全学の数理・デ
ータサイエンス・AI 教育の充実を図っている。 

 
【自己評価】 
教養学部前期課程が授業の実施に責任を持つとともに、全学の情報教育運営委員会、情

報教育ネットワーク及び MI センターが連携・協力し、プログラムの改善、教育の質向上
を図る体制となっている。以上のことから、適切であると判断する。 
 
 
３ 学修支援等 
【現況】 
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東京大学の学習管理システム UTOL を活用している。「情報」については、情報教育棟の
ウェブサイトにおいて、授業の目標、概要や授業計画等の情報を掲載しているほか、「情報」
に関わる入門用オンライン自習教材「はいぱーワークブック(ＨＷＢ)」を作成し、情報機器
の操作が不慣れな学生向けに補助教材としている。また、情報システム利用入門をリテラシ
ー用補完授業として行っている。「基礎統計」は、練習問題を提供することで、講義内容や
習熟度の確認を日頃から行うことができるようにしている。また、統計を専門とする大学院
学生を TA とし、オンラインで使用できる小問題を作成するなどの試みも行っており、学生
に好評であった。今後こうした取組を教員間で共有しながら学修支援の充実を図っていく。
「アルゴリズム入門」では、共通資料サイトを設け、Python プログラミング環境の構築方
法等を支援するほか、学生の自習及び教員によるプログラムの添削を支援するためのシス
テムとして、従前の「PLAGS-UT システム」を発展的に JuypterHub 上に移植した改良シ
ステムを活用している。 
    
【自己評価】 
 学生が主体的に学修を進められるよう様々な支援の仕組みを構築している。また、教育
DX 推進の観点から、新たな試みを意欲的に進めている。以上のことから、適切であると
判断する。 
 
 
４ 履修・修得状況 
【現況】 
プログラム対象科目のうち「情報」は全学必修、「微分積分学①」、「微分積分学②」、「線

型代数学①」及び「線型代数学②」は理科生必修である。2025 年度に全ての対象授業科目
を履修した学生は約 479 名であった。単位取得率は約 75％である。 
 
【自己評価】 
 文科生を含め一定数の学生が履修しているが、前年度からの履修者の減少が見られた。今
後も同様の受講率を期待できると判断するが、履修者減少の原因究明が必要と考える。 
 
 
５ 学生による評価 
【現況】 
教養学部前期課程では、各学期終了時に「学生による授業評価」をすべての授業で実施し

ている。評価項目（20 項目）には、授業内容に対する興味の程度、授業の難易度、新しい
知識や技能・学力の獲得、授業内容に対する総合評価などが含まれている。学生の主観評価
にはなるが、継続的かつ前期課程の科目全てに対して取得しており、比較検討することで授
業の改善に役立てている。 
 例えば「アルゴリズム入門」に関する自由回答では、先生および TA の方が丁寧に見てく
れるので、分からない点をすぐ解決することができ、とても充実度の高い授業だったとの意
見があった。講義の難易度については、文系にとっては難易度が高すぎた、もっと簡単な練
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習課題も用意していただけたらわかりやすくなってありがたいという意見がある一方、情
報が共通テスト科目になっていることもあり、python はかける人も多いので、もう少しア
ルゴリズムの学習に重点を置いてもいいのではないかと感じたとの意見も見受けられた。 
この他、各部局での学部後期課程進学生の数学理解度アンケートを実施している。 

 
【自己評価】 
学生による授業評価やアンケート等を通じて、学生の内容の理解度等を把握するととも

に、プログラムの改善、教育の質向上に資する情報を継続的に収集しており、必要な取組が
なされていると判断する。 
引き続き、各種調査結果を参考としつつ、授業科目の改善、教育の質向上を図る。 

 
 
６ 学外からの視点 
【現況】 

MI センターの活動を支援するとともに、数理的手法及びデータサイエンスの総合的な教
育基盤を整備し、その成果を産業界の発展に活用することを目的として、複数の会員企業及
び本学からなる「UTokyo MDS コンソーシアム」を設置している。本コンソーシアムにお
いて、数理・データサイエンス・AI 教育プログラム認定制度の趣旨や本学の教育プログラ
ムの状況を共有するとともに、企業が求める数理・データサイエンス・AI 人材や育成の在
り方等について継続的に意見交換を行っている。また、MI センターが事務局を務める「数
理・データサイエンス・AI 教育強化拠点コンソーシアム」や大学院情報理工学系研究科の
産学連携プラットフォーム「UMP-JUST」とも連携し、企業が有する実データ等の教育活
用、PBL 等の可能性について議論を行っている。この他、企業におけるデータサイエンス・
AI 活用等の講演を企画、実施し、社会が求める人材像を把握する一方策としている。 

 
【自己評価】 
 産業界からの意見等を頂く仕組みを設けており、適切であると判断する。 
 引き続き、産業界からの賛同と理解の醸成に向けた取組を推進していく。 
 
 

以 上 


